
市
の
財
政
状
況

　
市
で
は
、毎
年
の
決
算
の
確
定
に
合
わ
せ
て
収
入
と
支
出
の
状
況
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、財
政
状
況
を
客
観
的
に
表

す
指
標
な
ど
を
算
定
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、よ
り
強
固
な
財
政
基
盤
を
整
え
る
た
め
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
今
回
で
は
、こ
れ
ら
の
指
標
や
市
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
景
気
低
迷
に
よ
る
財
政
状
況
の
悪
化
を
早
期
に
改
善
す

る
た
め
、市
で
は
、財
政
健
全
化
に
む
け
た
着
実
な
取
り
組

み
を
続
け
て
き
ま
し
た
。

　
市
債
残
高
の
減
少

　
市
債
は
、道
路
や
学
校
な
ど
の
公
共
施
設
を
整
備
す
る

と
き
の
財
源
の
一
部
と
し
て
発
行
す
る
も
の
で
す
。

　
合
併
前
後
に
大
型
事
業
の
財
源
と
し
て
発
行
し
た
た

め
、市
債
の
残
高
は
、平
成
18
年
度
末
に
は
4
3
9
億
円
ま

で
膨
ら
み
ま
し
た
が
、平
成
19
年
度
以
降
は
、「
返
す
以
上

に
借
り
な
い
」こ
と
を
基
本
に
市
債
の
新
規
発
行
を
抑
制

す
る
と
と
も
に
、繰
上
償
還
を
積
極
的
に
行
っ
て
き
ま
し

た
。
そ
の
結
果
、市
債
の
残
高
は
年
々
減
少
し
、平
成
23
年

度
末
は
平
成
18
年
度
末
と
比
べ
約
83
億
円
減
少
し
ま
し

た
。

　
人
件
費
な
ど
の
削
減

　

職
員
数
は
、平
成
18
年
度
に
比
べ
1
2
7
人
減
の

9
1
5
人
に
な
り
、平
成
23
年
度
の
人
件
費
は
議
員
年
金

や
消
防
団
の
共
済
制
度
の
改
正
に
よ
り
増
額
と
な
り
ま
し

た
が
、平
成
18
年
度
に
比
べ
４
億
円
減
の
63
億
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
ま
た
、普
通
建
設
事
業
費
は
、合
併
直
後
の
平
成
18
年
度

に
は
66
億
円
ま
で
増
加
し
ま
し
た
が
、優
先
度
を
考
慮
し

た
計
画
的
な
実
施
に
よ
っ
て
、平
成
20
年
度
以
降
は
20
億

円
台
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
光
熱
水
費
や
通
信
運
搬
費
な

ど
の
経
常
的
な
経
費
も
着
実
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
市
民
と
共
に
生
み
出
す「
ふ
る
さ
と
進
化
予
算
」

　
市
債
残
高
の
減
少
を
は
じ
め
と
し
た
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
の
結

果
、平
成
23
年
度
の
財
政
指
標
は
前
年
度
よ
り
も
改
善
す
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。

　
今
年
度
は
、財
政
健
全
化
に
向
け
た
取
り
組
み
を
継
続
し
つ
つ
、「
甲

賀
市
総
合
計
画
」の
実
現
と
、市
民
ニ
ー
ズ
や
経
済
情
勢
等
を
踏
ま
え
、

特
に
優
先
す
べ
き
５
つ
の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
施
策
を
重
点
施
策
と
し
て

位
置
付
け
、重
点
的
か
つ
戦
略
的
に
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

　
①
大
震
災
を
教
訓
に
、未
来
へ
贈
る
安
心
と
夢
あ
る
暮
ら
し

　
②
す
べ
て
の
世
代
、み
ん
な
で
育
む
き
ず
な
と
元
気

　
③
心
を
つ
な
ぎ
、み
ん
な
で
高
め
る
地
域
愛

　
④
甲
賀
発
、匠
の
技
と
大
地
の
恵
み

　
⑤
歴
史
と
自
然
で
お
も
て
な
し
、み
ん
な
で
磨
く
甲
賀
の
宝

　
東
日
本
大
震
災
後
の
環
境
変
化
へ
の
対
応

　　
こ
れ
ま
で
の
安
全
性
に
対
す
る
考
え
方
に
大
き
な
転
換
を
も
た
ら
し

た
東
日
本
大
震
災
を
踏
ま
え
、本
市
の
災
害
対
策
を
根
底
か
ら
見
直
す

と
い
う
認
識
の
も
と
、将
来
を
見
据
え
た
防
災・減
災
対
策
を
早
急
に
確

立
し
ま
す
。

　
合
併
特
例
期
間
の
延
長

　
法
改
正
に
よ
り
合
併
特
例
債
の
発
行
期
限
が
５
年
間
延
長
さ
れ
た
こ

と
を
踏
ま
え
、活
用
事
業
の
計
画
を
見
直
し
ま
す
。

　市債発行の抑制　
　18年度決算 60億  650万円
　23年度決算 24億1,825万円
　　（▲35億8,825万円・▲59.7％）

　市債の繰上償還　
　（一般・公共下水道・農業集落排水・病院・水道会計）
　269件　40億7,588万円
　19年度　  78件　償還元金額　  4億5,137万円
　20年度　112件　償還元金額　16億8,347万円
　21年度　  57件　償還元金額　13億2,305万円
　22年度　  15件　償還元金額　  1億8,427万円
　23年度　　 7件　償還元金額　  4億3,372万円

　職員数の削減（全会計）　
　18年4月1日　1,042人
　24年4月1日　　915人（▲127人・▲12.2%）

　給与の独自削減　
〈21年度実施内容〉	【削減額　3,859万円】
　特別職等の給料	（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）
　管理職手当	 （部・次長▲15%、課長・参事▲13%、課長補佐▲10%）
〈22年度実施内容〉	【削減額　1億1,965万円】
　特別職等の給料	（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）
　管理職手当	 （部・次長▲15%、課長・参事▲13%、課長補佐▲10%）
　期末勤勉手当	 （特別職▲20%、部次長▲16%、課長・課長補佐▲13%、
　　　　　　　　　　　　　係長・主査▲6%、主事▲0.5%）
〈23年度実施内容〉	【削減額　1,963万円】
　特別職等の給料	（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）
　管理職手当	 （部・次長▲15%、課長・参事▲13%、課長補佐▲10%）
〈24年度実施内容〉	【削減額　247万円】
　特別職等の給料	（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）

　経常的な物件費・維持補修費・補助費等の削減　
　（一部事務組合負担金除く）
　18年度決算 79億  999万円
　23年度決算 71億8,569万円　（▲7億2,430万円・▲9.2%）

●
財
政
力
指
数　
財
政
力
を
示
す
指
数
で
、数
値
が
高
い
ほ
ど

税
や
負
担
金
、使
用
料
、財
産
収
入
な
ど
、自
主
的
に
収
入
で

き
る
財
源
に
余
裕
が
あ
る
。

●
経
常
収
支
比
率　
財
政
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
指
標
の
ひ

と
つ
。
数
値
が
高
い
ほ
ど
自
由
に
使
え
る
お
金
が
少
な
く
な

る
。

●
実
質
公
債
費
比
率　
借
入
金
の
返
済
額
及
び
こ
れ
に
準
じ

る
額
の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、資
金
繰
り
の
程
度
を
示
す
も

の
で
、市
の
収
入
を
借
入
金
の
返
済
に
あ
て
る
割
合
が
小
さ

い
ほ
ど
値
は
小
さ
く
な
り
健
全
で
あ
る
と
い
え
る
。

●
将
来
負
担
比
率　
一
般
会
計
等
の
借
入
金
や
支
払
っ
て
い

く
可
能
性
の
あ
る
負
担
な
ど
の
現
時
点
で
の
残
高
を
指
標
化

し
、将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
の
度
合
を
示
す
も
の
で
、

借
入
金
残
高
な
ど
の
負
担
が
少
な
い
ほ
ど
数
値
は
小
さ
く
な

り
健
全
で
あ
る
と
い
え
る
。

●
積
立
金
現
在
高
比
率　
標
準
財
政
規
模
※
に
対
す
る
積
立

金
残
高
の
比
率
。
数
値
が
高
い
ほ
ど
緊
急
の
財
政
需
要
に
も

柔
軟
な
対
応
が
可
能
と
な
る
。

　
　
※�

標
準
財
政
規
模
：
標
準
的
な
状
態
で
通
常
収
入
さ
れ
る

と
見
込
ま
れ
る
一
般
財
源（
市
民
税
や
地
方
交
付
税
な

ど
使
途
が
限
定
さ
れ
な
い
財
源
）の
規
模
を
示
す
も
の

●
地
方
債
現
在
高
比
率　
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
地
方
債

残
高
の
比
率
。
数
値
が
高
い
ほ
ど
今
後
償
還
す
べ
き
地
方
債

が
多
い
こ
と
を
示
す
。

●
扶
助
費　
生
活
保
護
法
、児
童
福
祉
法
、老
人
福
祉
法
な
ど

に
基
づ
き
援
助
と
し
て
支
払
う
経
費
。

●
公
債
費　
地
方
公
共
団
体
が
借
り
入
れ
た
地
方
債
の
元
利

償
還
金
。

●
普
通
建
設
事
業
費　
道
路
、橋
り
ょ
う
、学
校
、公
園
、庁
舎

な
ど
の
社
会
資
本
の
整
備
に
要
す
る
投
資
的
な
経
費
。

●
繰
出
金　
公
共
下
水
道
事
業
や
介
護
保
険
な
ど
特
別
会
計

の
安
定
し
た
運
営
が
で
き
る
よ
う
に
、一
般
会
計
か
ら
繰
り

出
す
財
源
。

●
基
金　
市
の
預
金
で
、各
年
度
の
財
源
を
調
整
す
る
た
め
の

財
政
調
整
基
金
や
、将
来
の
大
き
な
支
出
に
備
え
て
積
み
立

て
て
い
る
特
定
目
的
基
金
な
ど
が
あ
る
。

データで見る財政状況の推移
　今回説明する指標や金額は、毎年度総務省が全国の自治体の財政状況を一律に比較するために調査する普通会計決算の数値を使っています。 

◎財政指標の推移と県内市町平均との比較
財政指標 H18 H20 H22 H23 H23県内市町平均

財政力指数 0.755 0.839 0.792 0.759 0.743 
経常収支比率 （％） 95.9 95.5 88.8 83.5 86.4 
実質公債費比率 （％） 18.3 16.8 14.8 12.0 
将来負担比率 （％） 126.6 92.9 80.5 48.2 
積立金現在高比率 （％） 29.4 34.7 40.9 40.3 46.5
地方債現在高比率 （％） 209.2 184.1 156.0 148.0 164.6

◎主な項目の決算額の推移

◎基金残高の推移	 ◎市債残高の推移

H18 H20 H22 H23 H18とH23との比較

歳
　
入

市税 128億6,756万円 143億3,063万円 137億7,396万円 137億9,066万円 9億2,310万円
地方交付税 61億8,574万円 56億2,653万円 70億4,563万円 78億7,443万円 16億8,869万円
市債 60億  650万円 24億3,784万円 18億6,730万円 24億1,825万円 ▲35億8,825万円

歳入規模 373億  699万円 331億8,193万円 348億2,202万円 359億8,190万円 ▲13億2,509万円

歳
　
　
出

人件費 67億3,108万円 64億8,650万円 61億4,479万円 63億3,761万円 ▲3億9,347万円
扶助費 28億  986万円 29億4,414万円 42億2,409万円 43億9,606万円 15億8,620万円
公債費 42億8,442万円 51億  856万円 47億  328万円 47億1,255万円 4億2,813万円
普通建設事業費 66億  797万円 22億6,524万円 25億5,347万円 27億6,650万円 ▲38億4,147万円
繰出金 32億  574万円 37億8,430万円 45億7,284万円 41億6,788万円 9億6,214万円

歳出規模 364億1,358万円 324億8,747万円 341億3,411万円 350億8,223万円 ▲13億3,135万円

財政健全化にむけた
これまでの取り組み

【
用
語
説
明
】
※
実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率
に

つ
い
て
は
、広
報
あ
い
こ
う
か
10
月
15
日
号

で
も
詳
し
く
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

16億1,517万円 11億4,167万円
27億8,806万円

3億8,418万円 5億3,693万円

5億3,693万円
41億7,994万円

61億9,701万円

63億7,235万円
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上記の取り組みにより
市債の残高は、平成18年度末 439億円　
⇒ 平成23年度末 356億円 （83億円の減少）

５つの重点テーマ

22012.12.1平成24年12月1日3 2012.12.1 平成24年12月1日


